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【問合せ・届出先】

市川市　環境部　生活環境保全課

p.９～１０

p.２

３．規制基準等

５．届出一覧 (設置、変更、廃止、承継)

騒音規制法・振動規制法・市川市環境保全条例に基づく

特定施設の届出について

一定の騒音や振動が発生する施設を工場・事業場に
設置する際には法律又は条例に基づく届出が必要です

（この法令上の｢施設｣とは、工場･事業場全体ではなく、産業機械など個々の｢設備｣を指します）

p.１

《　目　次　》

１．届出手続きの流れ・届出様式



法令条文の検索・届出様式は下記のホームページを参照して下さい。

１. 届出手続きの流れ

 届出書の作成* (正副２部)

〇設置･変更の工事の開始日の
   ３０日前までに届出をしてください。

〇氏名等変更、承継、使用全廃届出
   は、変更事由日から30日以内に
　 届出をしてください。

審　    査

〇届出をする特定施設について、
   審査のために必要な質問をすること
　 があります。

受付

副
本
の
返
却

  設置･変更の工事開始

　〇施設稼働後に、
　　 立入検査を実施する
     場合があります。

届
出
者

*届出様式、添付書類の記載方法
等について、ご確認ください。

(p.7～p.10)

届
出
様
式

https://www.city.ichikawa.lg.jp/env0
3/1111000026.html

https://www.city.ichikawa.lg.jp/env0
3/1111000009.html

市
川
市

１-2．関係法令及び届出様式

騒音規制法・振動規制法 市川市環境保全条例

法
令
条
文
の
検
索

https://elaws.e-gov.go.jp/
（e-Gov法令検索）

https://www.city.ichikawa.lg.jp/gen0
8/1111000002.html（市川市例規集）

提
出 通

知
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２．騒音・振動に係る規制地域(指定地域)

　 市川市内において騒音規制法・振動規制法・市川市環境保全条例[騒音・振動]が適用され
る地域(指定地域)は以下の通りとなります。

法令の区分

  地域の区分

凡例
(下図(市

全域図))

騒 音 振 動

騒   音
規制法

市 川 市
環境保全条例

振   動
規制法

市 川 市
環境保全条例

都
市
計
画
法
に
お
け
る

用
途
地
域
の
定
め
の
あ
る
地
域

　第一種低層住居専用地域
　第二種低層住居専用地域
　第一種中高層住居専用地域
　第二種中高層住居専用地域
　第一種住居地域
　第二種住居地域
　近隣商業地域
　商業地域
　準工業地域
　工業地域

対象 対象 対象 対象

　工業専用地域 対象 対象 対象外 対象外

※ 用途地域の詳細については、
市川市地図情報システム『いち案内』
から確認できます。

  (https://gis.city.ichikawa.lg.jp/webgis/?mp=101　)

　　　用途地域の定めのない地域 対象外 対象 対象外 対象

市川市全域図
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■ 特定工場等において発生する騒音に係る規制基準

■ 特定工場等において発生する振動に係る規制基準

３．規制基準等

時間の区分

地域の区分 .

　第一種低層住居専用地域
　第二種低層住居専用地域
　第一種中高層住居専用地域
　第二種中高層住居専用地域

   法令に定められた騒音・振動の特定施設を指定地域内に設置している場合は、工場・事業場
から発生する全ての騒音・振動について規制基準が適用されます。

６０ｄＢ

５５ｄＢ ６０ｄＢ ５５ｄＢ ５０ｄＢ

　近隣商業地域
　商業地域
　準工業地域(第一特別地域を除く)
　第二特別地域

６０ｄＢ ５０ｄＢ

　第一種住居地域
　第二種住居地域
　第一特別地域

　工業地域（第二特別地域を除く）
　工業専用地域

４０ｄＢ

５０ｄＢ ５５ｄＢ ５０ｄＢ ４５ｄＢ

６０ｄＢ ６５ｄＢ

　用途地域の定めのない地域

６５ｄＢ ７０ｄＢ ６５ｄＢ

  （注1）規制基準は、工場・事業場の敷地の境界線での騒音値です。
  （注2）「第一特別地域」とは、準工業地域及び工業地域のうち、ａに接する地域で、ａの周囲30m以内の地域をいいます。
  （注3）「第二特別地域」とは、工業地域のうち、ｂに接する地域で、ｂの周囲30m以内の地域をいいます。
  （注4）学校等※（ａにあるものを除く）の敷地の周囲おおむね50mの区域内における基準値は、この表の基準値から5dBを引いた値

 になります。

時間の区分

地域の区分 .

昼間
（８時から１９時まで）

夜間
（１９時から８時まで）

　近隣商業地域
　商業地域
　準工業地域
　工業地域

６５ｄＢ ６０ｄＢ

　第一種低層住居専用地域
　第二種低層住居専用地域
　第一種中高層住居専用地域
　第二種中高層住居専用地域
　第一種住居地域
　第二種住居地域

６０ｄＢ ５５ｄＢ

　用途地域の定めのない地域 ６０ｄＢ ５５ｄＢ

  （注1）規制基準は、工場・事業場の敷地の境界線での振動レベルです。
  （注2）工業専用地域については規制基準は適用されません。
  （注3）学校等※の敷地の周囲おおむね50mの区域内における基準値は、この表の基準値から5dBを引いた値になります。

※学校等…学校、幼稚園、保育所、認定こども園、病院、入院施設のある診療所、図書館、特別養護老人ホーム
（学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する学校、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第39条第1項に規定する保
育所、医療法第1条の5第1項に規定する病院及び同条第2項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するも
の、図書館法(昭和25年法律第118号)第2条第1項に規定する図書館、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の5に規
定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成18年法律第
77号)第2条第7項に規定する幼保連携型認定こども園）

朝
（6時～8時）

昼間
（8時～19時)

夕
(19時～22時)

夜間
（22時～6時）

４５ｄＢ ５０ｄＢ ４５ｄＢａ

ｂ
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■ 勧告及び命令

(1) 計画変更勧告

(騒音規制法 第 9 条/振動規制法 第 9 条/市川市環境保全条例 第 71 条)

特定施設の設置又は変更の届出に関し，特定工場等から発生する騒音又は振動の大きさが規制基

準に適合しないことにより，周辺の生活環境が損なわれると認められるときは，その届出が受理された日

から３０日以内に限り，届出者に対して計画を変更すべきことを勧告することがあります。 

(2) 改善勧告及び改善命令

(騒音規制法 第 12 条/振動規制法 第 12 条/市川市環境保全条例 第 75 条)

・特定工場等から発生する騒音又は振動の大きさが規制基準に適合しないことにより，周辺の生活環

境が損なわれていると認められるときは，特定工場等を設置しているものに対して騒音若しくは振動の

防止方法等を改善すべきことを勧告することがあります。 

・計画変更勧告に従わずに特定施設を設置しているとき，又は改善勧告に従わないときは，その勧告に

従うべきことを命ずることがあります。 

■ 報告及び検査

(1) 報告の徴収

(騒音規制法 第 20 条/振動規制法 第 17 条/市川市環境保全条例 第 109 条)

特定施設の状況等について報告を求めることがあります。 

(2) 立入検査

(騒音規制法 第 20 条/振動規制法 第 17 条/市川市環境保全条例 第 110 条)

特定施設その他の物件について立入検査を行なうことがあります。 

■ 罰 則

(騒音規制法 第 29～33 条/振動規制法 第 25～29 条/市川市環境保全条例 第 112～120 条)

届出を怠ったとき，改善命令に従わないとき，あるいは報告又は検査を拒んだとき等には，罰則を適

用することがあります。 

■ 電気・ガス工作物の取り扱い

(騒音規制法 第 21 条/振動規制法 第 18 条)

電気事業法に規定する電気工作物，ガス事業法に規定するガス工作物又は鉱山保安法に規定する

建設物等である特定施設については，電気事業法，ガス事業法又は鉱山保安法の規定が適用されるた

め，特定施設の設置･変更等の各種届出，計画変更に関する勧告･命令の規定は適用されません。なお，

敷地境界での規制基準は遵守しなければなりません。 
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【凡例】　○ :法律(騒音規制法・振動規制法)に基づく指定地域に設置する特定施設が対象　　

● :市川市環境保全条例(騒音・振動)は、「法律対象規模未満」又は「法律の指定地域外であって条例の指定地域に設置」する特定施設が対象

　(注)届出対象施設の規模・能力について備考に記載がない場合は、原動機の定格出力。　詳細は法令本文等を参照。

○＊4

○＊5

●

紡績機械

備  考

○ 〇

ねん糸機 ●

● 原動機を用いるものに限る

●
繊
維
機
械

織機

● ●

編組機 ●

土石用又は鉱物用のものに限る

[注]
「粉じん発生施設」の届出も必要
　　（湿式及び密閉式を除く）

粉砕機 ● ●

ふるい、分級機
7.5kW 以上

〇
7.5kW 以上

〇

破砕機、摩砕機
 7.5kW 以上＊8

〇
●

7.5kW 以上＊8

〇
●

＊8: 土石用又は鉱物用のものに限る

[注]
37.5kW以上のものは「粉じん発生施設」
の届出も必要（湿式及び密閉式を除く）

2.25kW 以上

●

送風機（排風機）
7.5kW 以上

〇
2.25kW 以上

●

空気圧縮機
7.5kW 以上＊6

〇
2.25kW 以上

●
7.5kW 以上＊7

〇

2.25kW 以上

●

【騒音・振動　共通】

・日本標準商品分類において、概ね圧縮

機(冷凍機を除く)に分類される下記のも

のが対象。
     31   2 圧縮機(冷凍機を除く)

     31 21 ターボ形圧縮機

     31 22 容積形圧縮機

     31 29 その他の圧縮機(冷凍機を除く)

・冷凍機、空調機に搭載されているものは

冷凍機、空調機として届出。

＊6,＊7: 環境大臣が指定するものを除く

圧縮機
7.5kW 以上＊7

〇

自動やすり目立機 ●

研磨機 ●

型削盤 ●

＊5: といしを用いるものに限る

平削盤 ●

切断機 ●

製釘機 ●

製びょう機 ●

＊4: タンブラスト以外のものであって、
密閉式のものを除く

タンブラー ○ ●

ブラスト ●

ワイヤーフォーミング
マシン

○ ●
37.5kW 以上

〇
●

鍛造機 ○ ● 〇 ●

せん断機
3.75kW 以上

〇
●

1kW 以上

〇
●

機械プレス
294kN 以上

〇
● 〇 ● 呼び加圧能力

＊2: ロール式に限る

液圧プレス ●

 3.75kW 以上*2

〇
●

● ＊3: 矯正プレスを除く○＊3    〇＊3

●

ベンディングマシン

＊1: 原動機の定格出力の合計

製管機械 ○ ● ●

●

４-1．届出対象施設 (特定施設 1/2)

騒  音 振  動

騒     音
規 制 法

市川市
環境保全条例

振     動
規 制 法

市川市
環境保全条例

    指定地域
   特定施設

市街化区域 市内全域
市街化区域

(工業専用地域を
除く)

市内全域
(工業専用地域を

除く)

金
属
加
工
機
械

圧延機械
22.5kW 以上*1

〇 ●

- 5 -



【凡例】　○ :法律(騒音規制法・振動規制法)に基づく指定地域に設置する特定施設が対象　　

● :市川市環境保全条例(騒音・振動)は、「法律対象規模未満」又は「法律の指定地域外であって条例の指定地域に設置」する特定施設が対象

　(注)届出対象施設の規模・能力について備考に記載がない場合は、原動機の定格出力。　詳細は法令本文等を参照。

    指定地域
   特定施設

市街化区域 市内全域
市街化区域

(工業専用地域を
除く)

市内全域
(工業専用地域を

除く)

備  考

４-2．届出対象施設 (特定施設 2/2)

振     動
規 制 法

市川市
環境保全条例

収容能力

立体式駐車場
5台以上

●
収容能力

平面式駐車場
10台以上

●

      自動二輪車競技施設 ●

自動車
駐車場

クーリングタワー ●

燃料消費量25L/h以上のものは「ばい煙
発生施設」の届出も必要

ガソリンエンジン ● ●
燃料消費量17.5L/h以上のものは「ばい
煙発生施設」の届出も必要

原動機
ディーゼルエンジン ● ●

      空調機
2.25kW以上

●
2.25kW 以上

●

電気式のものは圧縮機の能力を、ガスエ
ンジン式のものはエンジンの定格出力を
示す

      冷凍機
2.25kW以上

●
2.25kW 以上

●
圧縮機の能力

      集じん装置 ●

門型走行クレーン ●

走行
クレーン

天井走行クレーン ●

       バーナー
25L/h以上

●
重油換算による燃焼能力

コルゲートマシン ●

ロータリーキルン ●

       ドラム缶洗浄機 ●

       鋳型造型機 ●    ○＊14

       自動製瓶機 ●

● ○ ●

● ＊14: ジョルト式のものに限る

ニューマチックハンマー ●

＊13: カレンダーロール機を除く

その他のロール機 ●

       合成樹脂用射出成形機 ○

ロール機

ゴム練用又は合成樹
脂練用ロール機

●
30kW 以上＊13

〇
●

       印刷機械 ○＊12

●

●

     ●
＊12 2.2kW 以上

〇
2.2kW 以上

●
＊12: 原動機を用いるものに限る

       抄紙機 ○

丸のこ盤（木工用）
2.25kW 以上

〇
●

木
材
加
工
機
械

○

かんな盤
2.25kW 以上

〇

丸のこ盤（製材用）
15kW 以上

〇 ●

帯のこ盤（木工用）
2.25kW 以上

〇 ●

帯のこ盤（製材用）
15kW 以上

〇 ●

チッパー
2.25kW 以上

〇 ●
2.2kW 以上

〇 ●

ドラムバーカー ○ ●

＊9: 原動機の定格出力の合計

●

砕木機 ○ ●

＊11: 気ほうコンクリートプラントを除く

アスファルトプラント
混練容量

200kg 以上

〇
●

10kW 以上＊10

〇
● ＊10: 原動機の定格出力の合計

●

建
設
用
資
材
製
造
機
械

コンクリートブロック
マシン

2.95kW 以上＊9

〇
●

コンクリートプラント

混練容量

0.45㎥ 以上＊11

〇

コンクリート管・柱製
造機械

騒  音 振  動

騒     音
規 制 法

市川市
環境保全条例

○*14
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種 類 内 容 騒音規制法 振動規制法 
市川市 

環境保全条例 

届 出 

期 限 

添  付 

書 類*2 

設 置 

新 

規 

工場又は事業場に

特定施設（作業を含

む，以下同じ）を設置

しようとする場合 

(第６条第 1 項) 

特定施設 

設置届出書 

・様式第 1

(第６条第 1 項) 

特定施設 

設置届出書 

・様式第 1

(第 67 条第 1 項) 

特定施設設置

（使用）届出書 

【騒音】 

・様式第１号

・別紙 6

【振動】 

・様式第１号

・別紙 7

設置工事

開始の 

３０日前 

まで 

➊ 

見取図 

( 周 辺

100m

程度) 

➋ 

法人の 

組織図 

( 経 営 組

織の運営

を図示) 

➌ 

建物の 

配置図 

( 構 造 や

大 き さ 、

特定施設

の設置個

所 、 敷 地

境界まで

の距離を

明記) 

➍ 

騒 音 ・ 振

動の大き

さの計算

書 

(p.8 参照) 

➎ 

特定施設

及 び 騒

音 ・ 振 動

防止施設

の 概 要

(p.8 参照) 

使 

用 

・１つの地域が指定

地域となった際に、

特定施設を設置して

いる場合

・１つの施設が特定

施設となった際に、

その施設を設置して

いる場合(工事中の

ものを含む)

(第７条第 1 項) 

特定施設 

使用届出書 

・様式第２

(第７条第 1 項) 

特定施設 

使用届出書 

・様式第２

(第 69 条第 1 項) 

特定施設設置

（使用）届出書 

【騒音】 

・様式第１号

・別紙 6

【振動】 

・様式第１号

・別紙 7

指定地域

と な っ た

日又は特

定 施 設 と

な っ た 日

から 

３０日以内 

変 更 

数 
等 

特定施設の種類ごと

の数を変更する場合 

(第８条第 1 項) 

特定施設の 

種類ごとの数 

変更届出書 

・様式第３

- 

(第 70 条第 1 項) 

特定施設構造等

変更届出書 

【騒音】 

・様式第 2 号

・別紙 6

【振動】 

・様式第 2 号

・別紙 7

変更に係

る工事 

開始の 

３０日前 

まで 

・特定施設の種類及

び能力ごとの数を変

更する場合

・特定施設の使用の

方法を変更する場合

- 

(第８条第 1 項) 

特定施設の種類 

及び能力ごとの

数・特定施設の

使用の方法変更

届出書 

・様式第３

防
止
方
法 

騒音又は振動の防

止の方法を変更する

場合 

(第８条第 1 項) 

騒音の防止の 

方法変更届出書 

・様式第４

(第８条第 1 項) 

振動の防止の 

方法変更届出書 

・様式第４

氏
名
等 

届 出 者 の 氏 名 ， 住

所、法人にあっては

代 表 者 の 氏 名 ， 工

場・事業場の名称，

所在地等の変更が

あった場合 

(第１０条) 

氏名等 

変更届出書 

・様式第６

(第１０条) 

氏名等 

変更届出書 

・様式第６

(第 72 条) 

氏名等変更 

届出書 

【騒音・振動共通】 

・様式第 3 号

変更があ

った日 

から 

３０日以内 

- 

廃  止 
特定施設のすべてを

廃止した場合 

(第１０条) 

特定施設 

使用全廃届出書 

・様式第７

(第１０条) 

特定施設 

使用全廃届出書 

・様式第７

(第 72 条) 

特定施設使用 

廃止（全廃） 

届出書 

【騒音・振動共通】 

・様式第 4 号

廃止した

日から 

３０日以内 

- 

承  継 

届出者からの譲受，

借受，相続，合併等

で特定施設を承継し

た場合 

(第１１条第 3 項) 

承継届出書 

・様式第８

(第１１条第 3 項) 

承継届出書 

・様式第８

(第 73 条第 3 項) 

承継届出書 

【騒音・振動共通】 

・様式第 5 号

承継があ

った日か

ら 

３０日以内 

- 

   ５．届 出 一 覧 (法令根拠条文・届出書様式*1)

*1:届出書様式は市の公式ホームページより入手できます。(p.1 参照) *2:複数の届出を同時に提出する場合は、重複する添付書類を省略することができます。
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■騒音・振動の大きさの計算について (添付書類➍)

■図面例

 
 

 

  
             

     
  

■騒音の大きさの計算例

●受音点 A(H=1.2m) *別紙参照

特定施設の種類 1m における 

音圧ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

受音点まで 

の距離(m) 

距離減衰 

(dB) 

遮音効果* 

(dB) 

敷地境界における 

騒音ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

機械プレス 80 5.0 14.0 25.0     41.0 [〇] 

●受音点 B(H=1.2m) *別紙参照

特定施設の種類 1m における 

音圧ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

受音点まで 

の距離(m) 

距離減衰 

(dB) 

遮音効果* 

(dB) 

敷地境界における 

騒音ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

機械プレス 80 10.5 20.4 25.0 34.6 

空調機 65 3.3 10.4 - 54.6 

排風機 67 23.5 27.4 - 39.6 

合成音     54.8 [〇] 

●受音点 C(H=6m)

特定施設の種類 1m における 

音圧ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

受音点まで 

の距離(m) 

距離減衰 

(dB) 

遮音効果 

(dB) 

敷地境界における 

騒音ﾚﾍﾞﾙ(dB) 

排風機 67 7.0 16.9 - 50.1 

空調機 65 22.0 26.8 - 38.2 

合成音     50.4 [〇] 

■特定施設及び騒音・振動防止施設の概要 (添付書類➎)
[特定施設の概要] 

・カタログ等 (型式、公称能力､騒音値（音圧 ﾚﾍﾞﾙ）等、平面図、立面図が明示された図書)

[騒音･振動防止施設の概要] 

・防音・防振措置を講じる場合、それぞれの構造や騒音・振動の低減効果が分かる図書やカタログ

地域の区分(用途地域) 工業地域 周囲 50m に学校等の有無 有 

規制基準(dB) 

昼間(8-19 時) 朝・夕(6～8 時、19～22 時) 夜間(22～6 時) 

65 60 55 

受音点 D 
(受音点 C より

敷地境界まで

の距離が長い

ため省略) 

受音点 A 

(H=1.2m) 
[工 場] 

機械プレス 
(1F 建屋内) 

排風機(2F 屋外, 
高さ 6m に設置) 

受音点 B (H=1.2m) 受音点 C (H=6m) 

敷
地
境
界

5.0m 

3.3m 7.
0m

 

16.5m 

1)各特定施設から発生する騒音について計算し、全てを合成してください。

2)敷地の東西南北における予測計算が必要となりますが、騒音の影響が明らかに小さい地点については、

この限りではありません。

3)騒音の予測地点は､騒音の影響が最も大きいと思われる敷地境界線上の地点とし､原則として特定施設

から敷地境界までの距離は水平距離で計算して下さい。

4)騒音の発生場所と予測地点及びその間の距離を示した図面を添付して下さい。

5)騒音の防止措置を講じる場合は、減衰量の算出に必要な根拠も明示して下さい。

※振動については、防振架台など、振動対策設備等のカタログを計算書に替えることができます。

[騒音の距離減衰] 

〇点音源の場合 

減衰量 A（ｄB）＝20×ｌog10（ｒ/ｒ0） 

※カタログ値が正面前方１ｍでの値

の場合はｒ0＝１になります。

〇早見表 
r (m) 2 4 8 16 32 

減衰量(dB) 6 12 18 24 30 

[音圧レベル(L)の合成] 

L=10log(10L1/10+10L2/10+・・・+10Ln/10) 

24
.5

m
 

受音点 E 
(受音点 A,B,C の計算結果より 

影響が小さいため計算省略)  

空調機(1F 屋外) 

[規制基準適合判定:〇=適合,×=不適合] 
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６-1．届出書の記入例 （表紙）

設置の工事開始日
の３０日前までに
ご提出下さい。

事業所等の場合はその名称を
記入して下さい。

変更の場合は、構造等変更届出書
（様式第２号）をご用意下さい。

添付漏れにご注意ください。
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６-2．届出書の記入例 （別紙）

音響パワーレベル(PWL)ではなく、音圧レベル(SPL)を記入して下さい。

振動については別紙７に記入して下さい。

空調機バーナー
ディーゼル
エンジン

自動車
駐車場

添付漏れにご注意ください。

特定施設の種類(p5,6参照)を記入して下さい。
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７．市川市役所 第２庁舎へのアクセス

【チェックリスト】
□ 届出書は正副２部作成しましたか。

＊騒音規制法、振動規制法、市川市環境保全条例の届出をする場合は、各届出書について

正副２部作成してください。(同時に複数の届出をする場合は、重複する添付書類を省略することができます。)

□ 敷地の境界線での騒音の予測値は、規制基準（3ページ参照）を満たしていますか。

＊騒音・振動に係る規制基準を遵守して周辺生活環境に配慮した計画としてください。

□ 窓口にて書類の確認を行います。

＊ご予約なく来庁された際には、お待ちいただく場合がございます。

○住 所 〒272-8501

市川市南八幡２丁目２０番２号

○最寄り駅 JR本八幡駅南口より 徒歩約１５分

生活環境保全課

第2庁舎の３Ｆです。

【窓口受付時間】

8:45～17:15
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